
 

 

別記１ 

自動販売機の規格及び条件並びに遵守事項 

 

１ 自動販売機の規格及び条件 

 (1) 大きさ及びデザイン 

   ① 大きさ 仕様書に記載されている容積以内とする。 

   ② デザイン（外観色を含む。） 周辺環境に配慮したユニバーサルデザインとす 

    る。 

 (2) 環境対策 

   ① 省エネ ｢照明の自動点滅・減光｣、いわゆる｢学習省エネ｣及び｢ピークカット｣ 

    並びに｢真空断熱材やヒートポンプ採用｣など、消費電力量の低減に資する技術等 

    を導入した機種とする。 

   ② ノンフロン 二酸化炭素又は炭化水素を冷媒として採用した機種とする。 

 

２ 遵守事項 

 (1) 安全対策 

   ① 転倒防止 ｢自動販売機の据付基準｣（JIS 規格）及び｢自動販売機据付基準マニ 

    ュアル｣（日本自動販売機工業会作成）を遵守した措置を講じるものとする。 

   ② 食品衛生 ｢食品、添加物等の規格基準｣（食品衛生法）及び｢自動販売機の食品 

    衛生に関する自主的取扱要領｣（業界自主基準）等を遵守し、販売商品の衛生管理 

    に万全を尽くすものとする。また、商品販売に必要な営業許可を受けなければな 

    らない。 

   ③ 防犯 効果選別装置及び紙幣識別装置のプログラム改変により、偽造硬貨又は 

    偽造紙幣の使用による犯罪の防止に万全を尽くすものとする。また、屋内設置で 

    あっても｢自販機堅牢化基準｣（日本自動販売機工業会作成）を遵守し、犯罪防止 

    に努めるものとする。 

 (2) 使用済み容器の回収 

   ① 回収ボックスの設置 原則として、自動販売機１台に１個の割合で自動販売機 

    脇に設置する。 

   ② 回収ボックスの規格 

    ア 素材 プラスチック製又は金属製とする。 

    イ 容積 回収頻度と回収量を考慮し、回収ボックスから空き缶等の使用済み容 

     器が溢れたり、周囲に散乱しない十分な収用容積とする。 

    ウ その他 収用済み容器以外の投入を禁止する旨の表示をするほか、使用済み 

     容器投入口は紙等の一般ゴミが入りにくい形状を有するもの又はそのための仕 

     掛けのあるものとし、使用済み容器と一般ゴミの混入防止を図る。 

   ③ 使用済み容器の処理 容器包装リサイクル法（平成 7 年法律第 112 号）など、 

    関係法令に基づいて適切に回収し、処理する。 

 (3) 自動販売機の設置及び管理運営 

   ① 設置者において、商品の補充及び変更、消費期限の確認、売上金の回収及び釣 



 

 

    り銭の補充並びに自動販売機内部・外部及び設置場所周辺の清掃などを行う。 

   ② 設置者において、消費期限の確認など、安定した高品質の商品を提供するため 

    の品質保証活動を行う。 

   ③ 設置者において、専門技術サービス員による保守業務を随時行って維持に努め 

    るほか、故障時には即時対応する。 

 

３ 販売商品の種類 

 (1) 種類 酒類を除く飲料とする。 

 (2) 価格 標準販売価格（定価）以下とする。  

 



 

 

別記２ 

 

個人情報取扱特記事項 

 

乙が委託業務を通じて取得する個人に関する情報（以下「個人情報」という。）の取扱

いについては、この特記事項によらなければならない。 

 

（基本的事項） 

第１  乙は、個人情報の保護の重要性を認識し、この委託に係る業務の実施に当たっては、

個人の権利利益を侵害することのないよう個人情報の取扱いを適正に行わなければなら

ない。 

（秘密の保持） 

第２ 乙は、この契約による業務に関して知り得た個人情報をみだりに他に漏らしてはな

らない。この契約が終了し、又は解除された後においても、同様とする。 

２ 乙は、その業務に従事している者に対して、在職中及び退職後においてもこの契約に

よる業務に関して知り得た個人情報をみだりに他人に知らせ、又は不当な目的に使用し

てはならないこと等の個人情報の保護に必要な事項を周知させるものとする。 

（収集の制限） 

第３ 乙は、この契約による業務を行うために個人情報を収集するときは、業務の目的を達

成するために必要な範囲内で、適法かつ公正な手段により行わなければならない。 

（目的外利用及び提供の禁止） 

第４ 乙は、この契約による業務に関して知り得た個人情報を目的外に利用し、又は第三

者に提供してはならない。 

（適正管理） 

第５ 乙は、この契約による業務に関して知り得た個人情報の漏えい、滅失及びき損の防

止をするため、個人情報の適切な管理のために必要な措置を講じなければならない。 

（持ち出し及び複写等の禁止） 

第６ 乙は、この契約による業務を処理するために個人情報が記録された資料等を取り扱

うに当たっては、その作業場所及び保管場所をあらかじめ特定し、甲の承諾なしにこれ

らの場所以外に持ち出してはならない。 

２ 乙は、この契約による業務を処理するために甲から引き渡された個人情報が記録され

た資料等を、甲の承諾なしに複写し、又は複製してはならない。 

（資料等の返還） 

第７ 乙は、この契約による業務を処理するために甲から引き渡された個人情報が記録さ

れた資料等（当該資料等を複写し、又は複製したものを含む。）は、この業務完了後直

ちに甲に返還しなければならない。ただし、甲が別に指示したときはその指示した方法

によるものとする。 

（資料等の廃棄等） 

第８ 乙は、この契約による業務を処理するために自らが収集し、又は作成した個人情報

を使用する必要がなくなった場合は、この契約による業務に関して知り得た個人情報が



 

 

記録された資料等を焼却、シュレッダー等による裁断、消去等当該個人情報が第三者の

利用に供されることのない方法により速やかに廃棄し、若しくは甲又は甲の指示するも

のに引き渡すものとする。 

２ 前項の場合において、乙が正当な理由がなく指定された期限内に個人情報等を廃棄せ

ず、又は引き渡ししないときは、甲は、乙に代わって当該個人情報等を廃棄し、又は回

収することができる。この場合においては、乙は、甲の廃棄又は回収について異議を申

し出ることができず、また、甲の廃棄又は回収に要した費用を負担しなければならない。 

（再委託等の禁止） 

第９ 乙は、個人情報を取り扱う業務については自ら行い、第三者にその取扱いを委託し

てはならない。ただし、あらかじめ甲の承認を受けた場合は、この限りでない。 

２ 乙は、甲の承諾により個人情報を取り扱う業務を第三者に委託する場合には、甲が乙

に対して求めた個人情報の保護に必要な措置と同様の措置を当該第三者に求めるものと

する。 

（苦情処理） 

第１０ 乙は、個人情報の取扱いに関する苦情の適切かつ迅速な処理に努めなければなら

ない。 

２ 乙は、苦情を受けたときは、直ちに甲に報告するとともに、適宜、処理経過を報告し

なければならない。 

（事故発生時における報告） 

第１１ 乙は、この個人情報取扱特記事項に違反する事態が生じ、又は生じるおそれのあ

ることを知ったときは、速やかに甲に報告し、甲の指示に従わなければならない。 

（調査） 

第１２  甲は、乙が委託業務を処理するために取り扱っている個人情報の取扱状況につい

て、随時に調査することができる。 

（指示） 

第１３ 甲は、乙が委託業務を処理するために取り扱っている個人情報について、その取

扱いが不適当と認められるときは、乙に対して必要な指示を行うことができる。 

（損害賠償） 

第１４ 甲は、乙が特記事項に違反したことにより甲に損害が発生したと認めるときは、

損害賠償の請求をすることができるものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

別記３ 

 

暴力団員等により不当介入を受けた場合の取扱特記事項 

 

１ 乙が本規約の履行において、暴力団員、暴力団準備構成員及び暴力団関係業者（以下

「暴力団員等」という。）による不当要求及び不当妨害（以下「不当介入」という。）を

受けた場合には、断固としてこれを拒否するとともに、不当介入があった時点で速やかに

警察に通報を行い、捜査上必要な協力を行うこと。 

 

２ 上記１に掲げる規定により警察に通報を行い、捜査上必要な協力を行った場合には、

速やかにその内容を記載した書面により甲に報告すること。 

 

３ 本契約において、暴力団員等により不当介入を受けたことにより、履行に遅れを生じ

るなどの被害が発生した場合には、乙は、甲と協議を行うこと。 

 


